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１．はじめに

　2013 年 12 月 6 日に成立した、がん登録
等の推進に関する法律（以下、「がん登録
推進法」）は、2016 年 1 月 1 日から施行と
なり、同年 1 月以降のがん罹患者情報のい
わゆるがん登録としての取り扱いは、法律
上、国の事業となる。本法律が成立するま

での過程において、がんというセンシティ
ブな個人情報を患者本人の同意を得ること
なく国が収集することに関し、慎重な意見
が少なくなかった 1)。しかし、生涯で 2 人
に 1 人ががんに罹る時代に入り、がんの脅
威に立ち向かうための羅針盤としてのがん
登録の充実を図る必要性から、国民の支持・
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　患者本人の同意を得ることなくがんに関するセンシティブな個人情報を国が収集
し、これをがんの克服のために広く利活用する体制に対して国民から支持を得るには、
収集された個人情報の取り扱いに、万全の注意が払わなければならない。がん登録
推進法では都道府県がん情報等について、適切な管理措置を講じる法的責任が、知
事はもちろん、業務を実質的に行う委託業者にまで課せられている。また、がん登
録情報の秘密保持義務と不正使用禁止義務は、身分や資格の有無に関わらず、死亡
した者を含む個人単位の情報に業務上アクセスできる者には、全員、罰則規定付き
で課せられている。
　1 つの県の安全管理上の事故は、その他の県や国のがん登録事業全体に対する国民
の信頼を大きく損ねる事態に発展しかねない。このような意識を同事業に関わる全
ての職員が共有し、安全管理モニタリング等を通じた定期的な安全配慮行動の点検や、
職員の教育訓練といった、具体的な措置を法律施行後に直ちに講じることが、法的
責任の主体者に必要になる。

「がん登録推進法」が規定する
都道府県がん登録事業における
適切な情報の管理とは？
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理解が深まり、議員立法の形で本法が成立
した。
　本法律の法案の骨子案が作成される段階
から、これまで都道府県の事業であった地
域がん登録事業を国の事業に「格上げ」す
るためには、登録されるがん患者さんの個
人情報の保護に、万全を期することが、何
よりも重要であるという認識が関係者の中
に共有されていたように思う。そのため
か、60 の条文からなる「がん登録推進法」
のうち、「情報の保護等」に関する条文が
14、個人情報の漏えいや不適切な利用等に
対する「罰則」の条文が 9 ある。この規定は、
患者の個人情報を取り扱う、他の感染症予
防法などと比べると、①個人情報の漏えい
等の防止に関する事項が、細かく具体的に
条文中に定められている点、②これらの対
策を講じる主体が、知事から同業の事務委
託を受けた者を含め、事業の実質的な実施
主体に応じて広く定められている点、③罰
則の対象となる者が、医師や公務員といっ
た資格、身分の有無に関わらず、がん登録
事業を通じて実質的に登録されたがん患者
の個人情報にアクセスできる者全てである
点、が、特に注目に値する。
　しかしながら、本法律が施行される前か
ら、都道府県の地域がん登録に従事してい
た職員の多くは、法律に基づかない従来の
各県の事業から、国の法廷受託事務に切り
換わるという実感が、ややもすると希薄で
あると思われる。そこで、本稿では、本法
律の情報保護に関する規定の中で、都道府

県がん登録事業を運営、管理あるいはその
実務に従事する全ての方に関係するか所に
ついて、その理解を深めることにつながる
よう、解説する。

２．保護の対象となる情報

　本法律に基づいて都道府県が事務を行う
がん登録事業において、保護の対象となる
情報とは、①都道府県がん情報、②その匿
名化を行った情報、③死亡者情報票に記録
され、または記載された情報、の 3 種であ
る（法第 25 条 2 項）（表 1）。ここで、法
律上の保護の対象となる都道府県がん情報
には、各県の判断で登録項目に追加した情
報項目およびその情報項目に係る匿名化情
報は、含まれない。都道府県がん情報を匿
名化した情報についても、保護の対象とし
ている点としては、いわゆる氏名や生年月
日といった、個人識別力の極めて高い情報
は含まれていなくても、稀な病名や診断年
月日などの個人単位の情報をいくつか組み
合わせることで、個人同定が可能になるこ
とがあることを想定していると思われる。
また、個人情報保護法においては、死者の
個人情報は同法での保護の対象外となって
いるが、「がん登録推進法」25 条 2 項では、
保護の対象になっている点が注目される。

３．都道府県知事の法的責任

　情報の保護等の取り扱いに関し、4 つの
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条文に、その規定が示されている。第 1 は、
上記①～③の３種の情報について、漏えい、
減失、毀損の防止と、その他の適切な管理
を講じる義務がある（第 25 条 2 項）（表 1）。
減失の防止は、適正なデータの管理、保全
という概念と思われる。毀損の防止には、
データの改ざんの防止も含まれていると解
される。またこの義務は、上記情報を取り
扱う都道府県の設置する保健所の長にも存
する。
　第 2 は、保護の対象となる全ての情報に
ついて、本法律で規定された場合による利
用を除き、これを利用し、又は提供しては
ならないとされる（26 条）。これにより、
情報の不正利用を職員がしない、させない
ための具体的な措置を講じることが求めら
れる。第 3 は、登録情報の利用又は提供に
あたっては、これに必要と認められた期間
を超えて当該情報を保有してはならないと
される（27 条）。
　第 1 から第 3 までの事項に実効性を持た
せるためには、これらの事務にあたる職員
に対する安全管理措置に関する教育、研修
を受けさせること、および県登録業務にお
ける情報保護のハード面での整備の両面が
必要 2) になると考える。
　第 4 は、都道府県がん情報の提供を受け
た研究者などのデータ受領者に対し、当該
情報の適正な管理、利用が図られるよう、
助言し（37 条）、勧告、命令を出すことが
できる（38 条）としている（表 1）。この
ような法的権限を知事に与えて、がん登録

データの適正な利活用を担保することに注
力されている。実務的には上記情報の提供
を受けたデータ受領者は、その後のデータ
の利用状況や安全管理の状況等を当該県に
報告することで、県の担当部局がその利用
等の適正性をモニタリングすることになる
と思われる。

４．「政令で定める者」の法的責任

（1）「政令で定める者」とは？
　がん登録推進法では、都道府県知事が同
法に規定される知事の権限と事務を、「当
該都道府県知事の権限及び事務を行うのに
ふさわしい者として政令で定める者」に、
これを与え行わせることができる、として
いる（24 条）。これは、同法が成立する以
前の多くの都道府県では、地域がん登録事
業の実質的な実施主体が、県内の医師会や
対がん協会、県立以外の大学といった、施
設主体が県以外の、県内に立地する機関・
団体であり、これらの機関・団体が、同法
施行後も、引き続きその県の都道府県が行
うべき事務を担ってもらうことができるよ
う、その機関・団体を政令で定めることに
したものである。

（2）「政令で定める者」の責任の範囲
　保護する情報の種類・範囲は、都道府県
知事のそれと同じである（25条2項）（表1）。
また、本事業を通じて得た情報を「政令で
定める者」が利用する場合、利用に必要な
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期間を超えて保有しないという責任も、知
事の責務と同様である（27 条）。
　他方、外部の機関・研究者等への登録情
報の目的外提供の禁止の責務と、データ受
領者に対する情報取り扱いに関する助言、
勧告、命令といった義務、権限は、「政令
で定める者」には規定されていない。後者
の助言、勧告、命令に関する権限は、同法
24 条で規定されている「政令で定める者」
に持たせることのできる権限に含まれてい
ないからである。

（3）「政令で定める者」の権限、事務
　同法 24 条に、その規定がある。か条書
きにすると、次のようになる。この事務作
業に係る上記情報の取り扱いが、実務的な
責任の範囲となる。

1）登録情報の収集、整理、確認に関す
る事務

・病院等による届出情報の受け入れ（6
条 1 項）

・届出情報の審査（8 条）
・県が届けた登録情報に対する、国から

の審査の依頼に応じること（10 条 2 項）
・死亡者情報票と登録情報との照合のた

めの調査（13 条 2 項）
・登録業務の施行において必要があると

認める場合の、病院等への協力の要請
（16 条）

2）データの利用、提供に関する事務
・当該県の非匿名化状態の都道府県がん

情報、または特定匿名化情報を利用し

たり、その県が設立した地方独立行政
法人や、これと共にがんの調査研究を
行う者などに、これらの情報を提供す
る事務（18 条 1 項）

・当該県内の市町村に、情報を提供する
事務（19 条 1 項）

・当該県内の病院等から、その病院等が
届け出たがんの情報に関する、予後情
報などの追加情報を提供する事務（20
条）

・がんの調査研究を行う研究者等への、
個人単位の非匿名化データを提供する
事務（21 条 8 項）

・がんの調査研究を行う研究者等への、
個人単位の匿名化されたデータを提供
する事務（21 条 9 項）

3）都道府県がんデータベースの取り扱
いに関する事務

・都道府県がんデータベースの整備、構
築に関する事務（22 条 1 項）

・都道府県がんデータベースの情報に対
し、指定された期日までに匿名化を行
い、または消去する事務（22 条 3 項）

　「なお、上記の「特定匿名化情報」とは、
全国がん登録データベースに登録された当
該県のデータであって、①第 15 条 1 項の
規定により、政令で定める保存期間を過ぎ
たために、国立がん研究センターにおいて、
その匿名化が行われたデータと、② 21 条
5 項、6 項の規定により、提供の求めを受
ける頻度が高いと見込まれ、あらかじめ国
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立がん研究センターにおいて匿名化が行わ
れたデータ、のことを指す。」

5.　知事から事務委託を受けた者の
　　法的責任

（1）「知事から事務委託を受けた者」とは？
　本法律では、都道府県知事は、自らのが
ん登録事業の業務の一部を、「政令で定め
る者」以外の業者等に、業務委託すること
ができる（25 条 4 項）。例えば、病院等か
らの届出情報の受け入れ、整理、国からの
審査依頼への対応などは、県が、適切な業
者と業務委託契約を結んでこれを行うこと
があり得る。そしてこのような業務形態に

よる場合であっても、当該業務を受託した
業者に対し、情報の取り扱いに関する法的
責任を直接生じさせることで安全管理体制
に切れ目が生まれないよう、考慮されてい
ると言える。

（2）「知事から事務委託を受けた者」の責
任の範囲

　対象となる情報の種類は、知事のそれと
同じである（25 条 2 項）。委託を受けた業
務で知り得た情報は、全てその漏えい、減
失、毀損の防止その他の適切な管理のため
に必要な措置を講じなければならい、とな
る（25 条 2 項）（表 1）。
　安全管理体制の確保の点から言うと、都
道府県がこのような形で業務の一部を外部

 

表 1.　がん登録推進法において都道府県がん情報の取り扱いを監督、
実施する機関の安全管理義務・権限の範囲
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の業者等に委託する場合は、その業者が当
該業務の中でどのような安全管理措置を講
じるのかを具体的に指示し、必要に応じ、
その配慮、実行を委託業務契約の中で定め
ておくことが必要と考える。

6.　がん登録事業の実務者に生じる
　　法的義務と罰則

(1) 法的責任が生じる実務者の種類
　登録情報の安全管理を確実にするため、
本法律では、日常的に同情報を取り扱う者
等の法的責任を明確に定め、その拘束力を
持たせるために違反があった場合の罰則が
定められている。
　法的責任が生じる実務者または登録情報
を業務上知り得る立場にある者は、①都道
府県の職員又は職員であった者、②都道府
県の審議会その他の合議制の機関の委員そ
の他の構成員、③政令で定める者の下に当
該事務に従事する者又は従事していた者、
④知事から事務委託を受けた者の下に当該
事務に従事する者又はしていた者、⑤病院
等において届出事務に従事する者又はして
いた者、である（表 2）。この規定により、
本法律に基き都道府県でがん登録事業の実
務に従事する者で、その事務に関して登録
情報を知り得る立場にある者は、その立場、
身分、資格の有無、態様の如何に関わらず、
全員が法的責任を有することになる。
(2) 義務の内容
　守るべき情報の範囲は、本法律の 28 条

3 項には「その事務に関して知り得た都道
府県がん情報等に関するがん罹患等の秘
密」とあるが、他の条文等から推量し、こ
れは、個人識別が可能な状態にある個人単
位の情報項目全てで、死亡した者の情報を
含み、件数によらない、と解される（秘密
保持義務）。
　次に、もう１つの法的義務として、情報
の不正使用の禁止がある（29 条）。例えば、
知り得たがん患者の情報を名簿業者等に横
流しし、これを特定の経済活動に用いさせ
る、という事例が想定される。このような
不正な情報利用、提供を行わない法的責任
が生じる実務者は、上記の秘密保持義務が
生じる対象者と同じである（表 2）。
(3) 実務者に課せられる罰則
　実務者の種類、義務の対象により、罰則
の適用が異なる。まず、都道府県がん情報
等に関するがんの罹患等の秘密を漏らした
者は、実務者の身分、資格、職位によら
ず、「二年以下の懲役又は百万円以下の罰
金」となる (52 条 )。この秘密保持義務が
破られた場合の罰則の他に、「政令で定め
る者」の下に事務に従事する者、していた
者、および知事から事務委託を受けた者の
下に事務に従事する者又はしていた者は、
都道府県がん情報等に関する秘密以外の情
報（例えば、外部からの侵入等を防ぐため
の安全管理体制上の秘密）を漏らした者は、

「一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金」
となる (53 条 )。また、28 条 7 項に関連し
た病院等職員が届出対象情報を漏らした時
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は、「六月以下の懲役又は五十万円以下の
罰金」となる（55 条）。なお、病院等の職
員には、都道府県がん情報そのものにアク
セスする権限がそもそも無いため、罰則が
適用される漏えい情報は、法律に基づきが
ん登録所に届出る自施設の個人情報に限ら
れる。
　次に 29 条が規定する情報の不正使用の
禁止を破った場合は、「一年以下の懲役又

は五十万円以下の罰金」となる（54 条）。
ただし、病院等の職員が本法律に基く届出
の対象となる患者の情報を不正な目的で使
用した場合の罰則は、設けられていない。

７．おわりに

　がん登録推進法に基く法定受託事務とし
て、都道府県ががん登録事業を安全に推進
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表 2.　がん登録推進法の中で、都道府県において届け出情報に
アクセスし得る立場にある者に課せられた法的責務と、これに対応する罰則の条文
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して行くためには、従来の業務を惰性的に
継続したり、安全管理の取り組みを、業務
委託先に全て丸投げすることは、厳に慎ま
なければならない。１つの県の安全管理上
の事故は、その他の県や国のがん登録事業
全体に対する国民の信頼を大きく損ねると
いうことを、県のがん登録事業に従事する
職員全員が共有することが何よりも重要と
考える。そして本法律が規定する登録情報
等の安全管理に実効性が上がるよう、業務
に従事する職員の安全管理モニタリング等
を通じた意識付けと、定期的な安全配慮行
動の点検や、教育訓練等の支援といった、
具体的な措置を講じることが必要である。
県の担当部局は、これに必要な予算措置を
継続して行うことが求められている。そし
て、いかに安全に情報が取り扱われている
かを県民に日頃からアピールしておくこと
で、県民の信頼を得ることが重要と思われ
る。
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